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日本マリンフーズ有限会社の「ＳＤＧｓ経営立ち上げ支援サービス」利用による 

『ＳＤＧｓ宣言』策定について 

 

山口銀行（頭取 曽我 德將）は、持続可能な社会の実現に向けた取り組みとして、「ＳＤＧｓ経営立

ち上げ支援サービス」を開始しており、お客さまのＳＤＧｓに関する取り組み状況の診断と今後の課題

抽出を行うことで、『ＳＤＧｓ宣言』の策定に向けた支援を行っております。この度、当サービスを通じ

て、『ＳＤＧｓ宣言』を策定されたお客さまについて、下記のとおりお知らせします。 

当行は、地域の皆さまと共に歩み、共に成長するため、様々な事業活動を通じて、多様な課題の解決に

取り組み、地域の価値向上を実践していくことにより、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

 

記 

１．企業概要 

企業名 日本マリンフーズ有限会社 

所在地 山口県下関市豊浦町大字室津下字甲山１４６１－２ 

代表者 小瀬良 昭一郎 

業種 水産食料品製造業 

ＵＲＬ http://nmfgroup.jp 
※日本マリンフーズ有限会社の『ＳＤＧｓ宣言』については、別紙をご参照ください。 

 

２．山口フィナンシャルグループのマテリアリティ 

 山口フィナンシャルグループは、持続可能な社会の実現に貢献していくために、「グループサステナビ

リティ方針」を策定し、この方針に基づき、重点的に取り組むべきＥＳＧ課題である「マテリアリティ」

を特定しております。本件は、１２のマテリアリティの中で「②地域におけるイノベーション創出、地域

産業の成長サポート」の実現に資する取り組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 
【本件に関するお問合せ先】 

ワイエムコンサルティング株式会社 担当：清水 TEL：０８３－２５０－６４１１ 

事業性評価部 ソリューション推進グループ  担当：中原 TEL：０８３－２２３－３４４８ 

http://nmfgroup.jp


日本マリンフーズ有限会社 SDGs宣言
当社は、「地場の特性を生かし、安くて品質の高い商品を企画・開発し消費者への奉仕と、事業を通して

社会国家繁栄に貢献する。豊かな自然に恵まれた町、下関本物の味に福を添えてお届けします。 」

という経営理念のもと、事業活動を通じて「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に貢献し、

地域課題の解決および、持続可能な社会の実現に努めてまいります。

2023年7月1日

日本マリンフーズ有限会社

代表取締役 小瀬良 昭一郎

重点項目（ターゲット2030）

安全で高品質な商品の提供 自然環境への取り組み
「安全」「安心」「おいしさ」を追求した商品を自信を

持って提供いたします。地元の厳選食材を安全に鮮

度を保ったまま食卓へお届けすることで、「食」を通じて

人々を笑顔にしてまいります。

限りある水産資源を絶やさぬよう、自然環境の維持

や回復に取り組んでまいります。資源循環や廃棄物削

減・リサイクルを推進し、これからも環境に配慮した事

業活動を継続してまいります。

【主な取り組み】

ISO22000の取得、緊急時対応マニュアルの作成、

食品安全に関する法令遵守、

外部企業による加工場の衛生チェック

【主な取り組み】

動物性残渣の資源循環、魚のあらの再利用、

節水の励行

働きやすい職場環境の創出 地域への貢献
多様な人材を積極的に雇用し、社員一人ひとりに応

じた柔軟な勤務体制を構築してまいります。すべての

社員が長く安心して活躍できる職場環境を実現いたし

ます。

地場近海の魚を使った商品をタイムリーにお届けす

ることで地域水産業の発展に貢献いたします。地域の

一員として皆さまと支え合い、共存共栄を目指してま

いります。

【主な取り組み】
外国人技能実習生の受入、

年齢や性別を問わない多様な人材の雇用、

希望労働日数や休日を反映したシフト体制の構築

【主な取り組み】

地場近海でとれた原材料の仕入、

地域任意団体への加盟、

ステークホルダーとの積極的な対話

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」とは

• 貧困、気候変動、人種・性差別、働き方などのさまざまな問題が顕在化する中、
持続可能な社会をつくるために国連が定めた国際⽬標です。2030年までに解決
すべき優先課題として、17の⽬標と169のターゲットが示されています。

• ⽬標を達成するために、国連や政府だけでなく、企業やNPO、個人等が幅広く担
い手として活躍するよう期待されています。

• 企業がSDGsに取り組むことで、「気候変動をはじめ経営環境が変化していく中で
も持続可能な組織である」と示すことにつながります。


